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秘密保持契約書 
 

国立大学法人電気通信大学（以下「甲」という。）と○○○○○○（以下「乙」という。）と□□

□□□□（以下「丙」という。）は、「○○○○○」に関する共同研究の可能性の検討（以下、「本

検討」という。）を行うために、相互に技術的情報・資料等を開示するにあたり、次の通り契約を

締結する。 

 

（秘密保持） 

第１条 甲乙及び丙は、本検討において、次の各号の方法で開示側当事者（以下「開示者」とい

う。）から受領側当事者（以下「受領者」という。）に秘密情報として特定されて開示される情

報（以下「秘密情報」という。）を、書面による開示者の事前の承諾なしに、第三者に開示又は

漏洩してはならない。 

（１）資料に秘密である旨の表示がなされているもの（書類、電子データを格納した電子媒体

等の有体物） 

（２）秘密である旨を明示して口頭又はデモンストレーション（視覚的方法）等により開示さ

れ、かつ開示後１０日以内に書面にて受領者に提示されたもの 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当するものは、秘密情報に該当しない。 

（１）開示者から開示された時点で既に公知であったもの 

（２）開示者から開示された後に受領者の責めによらず公知となったもの 

（３）開示者から開示された時点で既に受領者が保有していたもの 

（４）正当な権限を有する第三者から合法的手段により秘密保持義務を負うことなく開示され

たもの 

（５）秘密情報によらず受領者独自に開発したもの 

３ 本条第１項の規定にかかわらず、受領者は、次の各号のいずれかに該当する場合、開示者の

事前の承諾なしに秘密情報を開示することができる。 

（１）弁護士、会計士又はこれらに準ずる第三者に対する秘密保持義務を負う者に開示する場

合 

（２）官公庁若しくは裁判所の要求又は法令に基づき開示を要求された場合（ただし、受領者

は、開示者に対して直ちに当該要求の内容を書面により通知し、かつ十分な秘密保持の

方策を講じるものとする。） 

 

（流用禁止） 

第２条 甲乙及び丙は、開示者から開示された秘密情報を書面による開示者の事前の承諾なしに、

本検討の目的以外に使用してはならない。 

 

（情報管理責任者） 

第３条 本契約に基づく秘密情報の甲と乙と丙の情報管理責任者は次の者とし、秘密情報の授受

の窓口とする。情報管理責任者に変更のある場合は、遅滞なく書面により相手方に通知する。 

  甲：国立大学法人電気通信大学 ＜所属 研究代表者名＞ 



  乙：＜機関名 所属 研究代表者名＞  

  丙：＜機関名 所属 研究代表者名＞ 

 

（知的財産権の取得） 

第４条 本検討において創作された発明、考案、意匠、著作物、ノウハウ等一切の成果の取扱い

については、甲乙丙協議の上決定するものとし、甲乙及び丙は他に合意した規定・契約等が無

い限り、開示者から開示された秘密情報に基づいて、知的財産権を取得してはならない。 

 

（共同研究契約） 

第５条 甲乙及び丙は、本検討の結果に基づいて共同研究を行うことになった場合、別途共同研

究契約を締結する。 

 

（秘密情報の返還） 

第６条 甲乙及び丙は、開示者から要求があった場合又は本検討の結果共同研究に至らなかった

場合は直ちに、開示者の秘密情報に係る書類（複写及び複製を含む。）及びこれらに基づき作成

された一切の資料（複写及び複製を含む。）を開示者に対し返還し、又は破棄しなければならな

い。 

 

（有効期間） 

第７条 本契約の有効期間は、■■年■■月■■日から起算して６ヶ月とする。 

２ 前項の定めにかかわらず、第１条及び第２条の規定は本契約終了後３年間、第４条から第６

条、本条本項及び第８条の規定は対象事項が存在する限り、なお有効に存続する。 

 

（協議） 

第８条 本契約に定めのない事項及び本契約の解釈に疑義が生じた事項については、甲乙丙誠意

を持って協議しその解決に努める。 

 

本契約の締結を証するため、本契約書３通を作成し、甲乙丙記名押印の上、各々１通を保管する。 

 

  年  月  日 

 

甲 東京都調布市調布ケ丘一丁目５番地１ 

国立大学法人電気通信大学 

    学長  田野 俊一         印 

 

乙 ＜住所＞ 

  ＜機関名＞ 

＜役職 氏名＞           印 

 



丙 ＜住所＞ 

  ＜機関名＞ 

＜役職 氏名＞           印 

 


